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少子化の進行が続く我が国では，次世代を担う子どもの交通安全に向けた様々な取り組みが推進されて

いる．こうした取り組みによって子どもの交通事故は減少してきているものの，近年の子どもの状態別交

通事故死傷者数をみると「自転車乗用中」事故を占める割合が最も高くなっている． 
本研究では，石川県警の交通事故統計データを活用し，自転車乗用中の子どもの交通事故要因を探るた

め，法令違反との関係を年齢区分別に分析した．その結果，中学生および高校生については全年齢の法令

違反構成と概ね一致する傾向であることが明らかとなった．また，小学生以下の子どもは全年齢の傾向と

比べて徐行場所および一時停止の違反割合が高く，小学生については違反なしの割合が全年齢と比べて最

も低いことが明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究の背景 

平成28年3月，内閣府の中央交通安全対策会議で策定

された第10次交通安全基本計画1)では，「高齢者および

子どもの安全確保」，「歩行者および自転車の安全確

保」，「生活道路における安全確保」を重点対応すべき

対象と位置づけ，交通事故削減に向けた交通安全対策が

一層必要であるとしている． 

近年，我が国の交通事故死者数は減少傾向2)であるが，

自転車乗用中事故死者数の減少率は全交通事故死者数と

比べて小さい状況である2)．また，G7の中で人口10万人

あたりの自動車乗車中の事故死者数が最小である一方，

歩行中・自転車乗用中の事故死者数は2番目に多い状況

となっている3)．こうした自転車をとりまく厳しい状況

を踏まえ，国土交通省と警察庁は「安全で快適な自転車

利用環境創出ガイドライン」4）を共同で発出し，自転車

ネットワーク計画の策定や通行空間の整備，通行ルール

の徹底といった自転車の安全利用を促進する取り組みが

全国で実施されてきた． 

また，少子化の進行が続く我が国では，次世代を担う

子どもの安全性や安心感を確保する観点を考慮した道路

交通環境の整備，交通安全教育といった対策の推進も重

要である．近年では，例えば，子どもが日常的に集団移

動する経路の緊急安全点検を実施し，安全安心な歩行空

間の整備やゾーン30をはじめとした生活道路の交通安全

といった対策が進められている．こうした交通安全への

取り組みによって，近年，子どもの交通事故は減少して

きているものの，令和2年における死傷者は図-1に示す

ように19歳以下で42,804人となっており，状態別にみる

と「自転車乗用中」を占める割合が約42％（17,889人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 年齢層別・状態別死傷者数（R2）5) 
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と最も高い結果であった．こうしたことから，子どもお

よび自転車の安全確保を実現するためには，自転車乗用

中の子どもの交通事故を削減していくことが重要である

と考えられる． 

 

(2) 研究の目的 

自転車乗用中である子どもの交通事故を削減するため

には，自転車乗用中の子どもがいつ，どこで，誰と，な

ぜ，どのような交通事故が発生しているのかを明らかに

する必要がある．そこで本研究では，石川県警の交通事

故統計データを活用し，前述の内，自転車乗用中の子ど

もの交通事故要因を探るため，法令違反との関係を年齢

区分別に分析することで特徴を明らかにすることを目的

とする． 

 

 

2. 既存研究 

 

本章では，本研究と関連する自転車の交通安全，子ど

もの交通安全に関する既存研究についてレビューした． 

 

(1) 自転車の交通安全に関する研究 

元田ら6)は，国内外の論文等から自転車の歩道，車道

通行の安全性について比較し，総合的な評価として車道

より歩道が安全とは言えないことを言及している．原田

ら7)は，歩道上の双方向通行の危険度についてドライブ

レコーダーを用いたヒヤリハット分析を行い，自転車の

通行方向によってヒヤリハットの類型の特徴が異なる傾

向であることを示している．小川8)は，出発地・目的地

間の車道横断回数を考慮した自転車の通行方向別交通事

故遭遇確率を比較し，道路ネットワーク特性やトリップ

距離によって事故遭遇確率が異なることを示した．横関

ら9)は，千葉県東葛地域を対象として自転車の遭遇台数

調査を行い，交通事故統計データと組み合わせて自転車

の通行位置・方向別に事故率を比較し，車道および歩道

ともに自転車の右側通行の危険性は左側通行よりも高い

という結果を示している．萩田ら10)は，交差点の自転車

関連事故を実態把握するため事故当事者の通行方向別事

故発生頻度を分析し，信号の有無によって自転車と自動

車が関与する事故の発生形態が異なることを示している．

萩田ら11),12）は，自転車関連事故の発生割合を通行方向別

に集計したものと先行研究で調査された自転車交通量と

を比較し，単路の歩道では右側通行の自転車事故割合が

高いことを示した．また，静岡県内の自転車事故から通

行場所に着目して先行研究で調査された自転車交通量と

比較し，車道左側通行していない自転車事故は運転免許

を取得できない若年層や免許非保有者の割合が高いこと

を明らかにした．幸坂ら13)は，自動車交通の多い都内の

3区間を対象に自転車レーン整備前後の事故状況を分析

し，整備後に増加がみられた事故の特徴を明らかにしつ

つ改善方策の検討を課題として提起した．山中ら14)は，

金沢市内の細街路交差点におけるビデオ観測結果をもと

に自転車走行指導帯有無による交差点での挙動を比較し，

指導帯整備によって逆走方向から交差点進入する自転車

割合が減少することを明らかにした．山中ら15)は，サイ

クリストの安全感とその要因への意識を調査し，分析に

よって自転車レーンの設置や通行幅員確保が安全感の向

上に寄与することを明らかにした． 

これらの既存研究からは，自転車の歩道通行による安

全性やヒヤリハット分析，自転車の車道横断回数や通行

位置・方向別・先行研究で調査された自転車交通量を用

いた事故率，自転車通行空間整備有無による事故件数や

挙動，サイクリストの安全感の要因について示されてい

る．しかし，子どもが運転する自転車に着目した事故特

性について示した研究は見られない． 

 

(2) 子どもの交通安全に関する研究 

宮崎ら16)は，宇都宮市において通学路内外で発生した

子どもの交通事故を比較分析し，通学路ではドライバー

が低速走行中の事故が多いことを明らかにしている．稲

垣ら17),18)は，子どもの歩行者事故の典型類型である道路

横断時の事故に着目し，車両の距離や速度に対する小学

生の横断判断能力を実験的に考察した．その結果，成人

と比べて小学生は車両の速度に応じた判断が困難である

ことを明らかにした．また，見通しに着目して車両の認

知タイミングの違いによる子どもの横断判断への影響を

実験し，認知距離が短くなると誤判断を誘発することが

示された．府川ら19)は，保護者を対象に子どもの横断判

断能力の認識状況について実験し，高速車両に対して子

どもの誤判断率が上昇することの深刻度の理解が不十分

であることを明らかにした．稲垣ら20),21)は，先行研究で

明らかになった子どもの横断判断特性について保護者へ

情報提供することの影響をアンケート調査し，自動車運

転時の速度抑制や子供への指導に関する積極的な意識変

化がもたらされることを示している．また，保護者に着

目して生活道路における道路横断判断教育を想定した実

験を行い，今後の保護者による横断判断教育の展開に向

けての課題をまとめた．大谷22)は，子どもを対象にした

交通安全教育を例に取組効果を把握する方法と留意点を

述べ，今後の交通安全教育の評価について求められる考

え方を考察した． 

これらの既存研究からは，通学路に多い子どもの事故

特性，子どもの歩行中事故のうち典型類型である道路横

断時に関する子どもの判断能力，子どもの能力に対する

保護者の認識状況，子どもを対象にした交通安全教育の

効果把握手法や留意点について示されている．しかし，
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自転車乗用中の事故に関する特徴を示した研究は見られ

ない． 

 

(3) 子どもと自転車の交通安全に関する研究 

中村ら23)は，小学生を対象とした自転車交通安全教育

に関して，教材毎に児童の自転車交通行動の意識・行動

変化に及ぼす影響を測定し，ワークショップが最も主体

的かつ積極的に参加できる教材であることを示した．戸

田ら24)は，子どもの自転車事故による被害低減のため出

会い頭事故の衝突実験を行い，衝突部位による自転車乗

員の挙動の違いおよび頭部傷害値の差から頭部保護の重

要性を述べている．小竹ら25)は，自転車利用に着目して

兵庫県下の小学校～高校生徒と教師を対象にアンケート

を実施し，特に中高生で教育不足のため交通安全への関

心や違反認知度が低いことを指摘している．矢野ら26)は，

小学校1年生～高校3年生を対象に歩行中および自転車乗

用中の交通事故死傷者数について，進学後の変化に着目

しながら通学中と私用中，性別を分けた分析により事故

死傷者数の変化を明らかにしている． 

これらの既存研究からは，小学生を対象とした自転車

交通安全教育で効果的な教材，出会い頭事故の衝突部位

による自転車乗員の挙動，小学生～高校生までの交通安

全意識および進学後の変化に着目した通行目的と性別に

よる事故死傷者数の変化について示されている．しかし，

自転車乗用中の子どもの交通事故要因を探るため，法令

違反との関係を年齢区分別に明らかにした研究は見られ

ない． 

 

 

3. 研究の方法 

 

(1) 使用した交通事故データ 

石川県警が保有する交通事故統計原票のうち，平成22

年～令和元年に石川県で発生し，第一当事者または第二

当事者に「自転車」が含まれる交通事故を対象とした．

また，交通事故統計原票の項目については，当事者種別

（自動車・自転車・歩行者等），当事者の年齢，法令違

反（第一・第二当事者）を使用した． 

 

(2) 分析方法 

石川県内の交通事故データを用いて，以下の2つの視

点に着目して分析した． 

a) 自転車乗用中死傷事故と年齢の関係 

自転車乗用中の死傷事故と年齢の関係については，警

察庁の交通事故統計や既存研究により高校生の年齢で最

も多くなる傾向であることが示されている．ここでは，

石川県内の自転車乗用中事故と年齢の傾向を確認するた

め，事故データが確認できた4歳～98歳の間を対象にし

て1歳単位の年齢別に集計，分析した． 

b) 自転車乗用中死傷事故の年齢と法令違反の関係 

自転車乗用中事故と法令違反（第一・第二当事者）の

関係については，警察庁の交通事故統計によって安全運

転義務違反が最も多い傾向であることが示され，年齢で

は高齢者（65歳以上）とそれ以外の2階層で傾向が示さ

れている．ここでは，高齢者以外の年齢階層を細かく分

け，各年齢層の自転車乗用中事故がどのような法令違反

を要因として発生しているかを明らかにするため，年齢

区分と法令違反に着目して分析した． 

本研究では子どもの自転車乗用中事故と法令違反の関

係を明らかにする目的であることから，18歳以下の子ど

もの年齢を「未就学児（6歳以下）」，「小学校低学年

（7～9歳以下）」，「小学校高学年（10～12歳以下）」，

「中学生（13～15歳以下）」，「高校生（16～18歳以

下）」の5区分とした．また，子ども以外の年齢層は

「大人（19～64歳以下）」，「高齢者（65歳以上）」と

区分した． 

 

 

4. 自転車乗用中事故と年齢の関係 

 

図-2は，平成22年～令和元年に石川県内で発生した自

転車乗用中の死傷事故件数を年齢別に集計したものであ

る．このグラフから，石川県における自転車乗用中の死

傷事故は16歳が341件と最も多く，15～18歳に発生した

死傷事故（1,141件）が自転車乗用中死傷事故の約21％を

占めるという結果になった．これは，高校に進学するに

つれて通学等による自転車の利用時間や移動距離の増加

が一要因と推察され，高校生の年齢で最も多くなるとい

う既存研究で示された傾向と同様であることが確認され

た．また，14歳から15歳にかけて自転車乗用中事故が約

2.6倍（122→320件）増加する結果になった．15歳は一般

的に中学3年生の年齢であるが，高校1年生も含まれる年

齢であるため，前述の同様の要因によって増加したもの

と推察される．一方，20歳を超えるとどの年齢も100件

未満と子どもに比べて低く推移しているが，大人になる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 年齢別にみた自転車乗用中死傷事故件数（N=5,344件） 
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ことで利用交通手段が自転車→自動車に変化することで，

相対的に自転車利用者が減少したためと推察される． 

 
 
5. 自転車乗用中事故の年齢と法令違反の関係 

 

(1) 自転車乗用中事故と法令違反の関係 

図-3は，平成22年～令和元年に石川県内で発生した自

転車乗用中事故について，法令違反の構成割合を当事者

別（自転車・相手当事者）に集計したものである． 

自転車の法令違反構成をみると，違反なしが約32％と

最大となっており，自転車関連事故の30％以上は相手当

事者による法令違反のみが原因で交通事故に遭っている

という結果になった．法令違反が認められる事故では安

全運転義務違反（安全不確認）が約15％と最大であり，

その他の安全運転義務違反（前方不注意，動静不注視，

その他）と合算すると約29％を占める結果となった．ま

た，交差点安全進行（交差道路通行車両，その他）違反

も約18％と次に多く，集計対象事故の約半数は安全運転

義務または交差点安全進行に係る自転車側の違反である

という結果が得られた． 

次に，自転車関連事故の相手当事者の法令違反構成は，

安全運転義務違反（安全不確認）が約47％と最大であり，

その他の安全運転義務違反（前方不注意，動静不注視，

その他）と合算すると約66％を占める結果となった．ま

た，自転車と比べて徐行場所の違反割合が多い傾向にあ

り，幅員が狭小な生活道路において高い速度で走行する

車両に起因する事故であると推察される． 

図-3 自転車乗用中事故における法令違反の構成割合 

図-4 自転車乗用中事故における自転車運転者の法令違反構成割合（年齢区分別） 
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(2) 自転車運転者の年齢と法令違反の関係 

図-4は，平成22年～令和元年に石川県内で発生した自

転車乗用中事故について，自転車運転者の法令違反構成

を年齢区分別に集計したものである． 

大人および高齢者の法令違反構成をみると，安全運転

義務違反における内訳の割合が変わるものの概ね同様の

構成割合という結果になった．また，図-3に示した全年

齢における自転車の法令違反構成と比べると，違反なし

を占める割合が僅かに多いものの概ね同様の傾向にある

と考えられる． 

次に，18歳以下の子どもが自転車乗用中である事故の

法令違反構成をみていく．まず，未就学児の法令違反構

成をみると，事故の母数が少ないものの，違反なしが約

32％と最大の割合を占める結果になった．また，違反項

目をみていくと，安全運転義務違反（安全不確認）が約

15％と最も高く，全年齢の傾向と一致する結果が得られ

た．一方，全年齢の構成割合と比べて徐行場所および一

時停止の違反割合が高く，徐行場所では約8％，一時不

停止では約4％高いという結果が得られた．これは，道

路上における交通ルールや安全教育を受けていない段階

であると考えられ，徐行すべき場所や一時停止規制とい

った交通ルールを認知していないことが要因であると推

察される． 

次に，小学生の法令違反構成をみていく．小学校低学

年・高学年では，全年齢区分と比較して違反なしを占め

る割合が約20％と最も低い結果になった．また，違反項

目をみていくと，安全運転義務違反（安全不確認）が小

学校低学年で約22％，高学年で約18％と最も高く，全年

齢の傾向と一致する結果が得られた．一方，未就学児と

同様，全年齢の構成割合と比べて徐行場所および一時停

止の違反割合が高く，徐行場所違反では小学校低学年で

約5％，高学年で約6％，一時不停止では小学校低学年で

約9％，高学年で約10％高いという結果が得られた．こ

の結果について，小学生は交通ルールや安全教育を一度

は受けている段階にあると考えられるが，教育によって

学んだ交通ルールに関する知識が持続できていないか，

理解が不十分なまま教育を終了した可能性があると推察

される． 

次に，中学生および高校生の法令違反構成をみていく．

中学生および高校生ともに違反なしの割合がそれぞれ約

27％，約30％と最大の割合を占めており，全年齢と比べ

て割合が僅かに少ないものの，小学生に比べて割合が向

上する結果が得られた．また，違反項目をみていくと，

中学生では安全運転義務違反（安全不確認）と交差点安

全進行違反（交差道路通行車両）が約14％と最も高く，

高校生では安全運転義務違反（安全不確認）が約16％と

最も高く，全体的にも全年齢の傾向と概ね一致する結果

が得られた．一方，徐行場所および一時停止の違反割合

は，全年齢の構成割合と比べて僅かに高い程度にとどま

るという結果が得られた．これは，中学生以上になると

通学や私用による自転車の利用時間や距離が増加するこ

とで交通ルールに触れる機会も増加し，交通ルールに関

する知識や理解が向上した可能性があると推察される． 

 

 

6. まとめ 

 

本研究では，自転車乗用中の子どもの交通事故要因を

探るため，石川県警の交通事故統計データを活用し，自

転車乗用中の子どもの交通事故と法令違反との関係を年

齢区分別に分析した． 

石川県内の自転車乗用中事故と年齢の傾向を確認する

ため，平成22年～令和元年に石川県内で発生した自転車

乗用中死傷事故について，4歳～98歳の間を対象にして1

歳単位の年齢別に分析した．その結果，16歳の死傷事故

件数が最も多く，15～18歳に発生した死傷事故（1,141

件）が自転車乗用中死傷事故の約21％を占めることを確

認した．これは，高校に進学するにつれて通学等による

自転車の利用時間や移動距離の増加が一要因と推察され

る． 

自転車運転者の法令違反構成を年齢区分別に分析した

結果，大人および高齢者の違反構成は全年齢と概ね同様

の傾向にあることを確認した．小学生以下については，

全年齢の傾向と比べて徐行場所および一時停止の違反割

合が高く，また小学生については全年齢区分の中で最も

違反なしの割合が低いことを確認した．未就学児につい

ては，交通ルールや安全教育を受けていない段階と考え

られ，そもそもルールを認知していないことが要因と推

察される．一方，小学生については交通ルールや安全教

育を一度は受けている段階にあると考えられるため，教

育によって学んだ交通ルールに関する知識が持続できて

いないか，理解が不十分なまま教育を終了した可能性が

あると推察される．中学生および高校生については，全

年齢の法令違反構成と概ね一致する傾向であり，小学生

以下と比べて徐行場所や一時停止違反を占める割合が低

いことを確認した．これは，通学や私用による自転車の

利用時間や距離が増加することで交通ルールに触れる機

会も増加し，結果として交通ルールに関する知識や理解

が向上した可能性があると推察される． 

このように，自転車乗用中事故と法令違反の関係を年

齢区分別に分析することで，子どもに多い自転車乗用中

事故要因を特定できる可能性があると考えられる．今後

も交通事故データや各種統計データを活用して子どもの

自転車関連事故における特徴や課題を明らかにしていく

ことが，子どもおよび自転車の安全確保を実現するため

の対策検討に必要であると考えられる． 
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